
東京大学 理事・副学長 松本洋一郎

２０１４年９月５日 研究倫理教育ワークショップ

研究倫理アクションプラン
に係る取組状況

１．「東京大学憲章」及び「東京大学における

科学研究行動規範」



東京大学憲章

Ⅰ 学術

６ （研究の理念）

東京大学は、真理を探究し、知を創造しようとする構成員の多様に

して、自主的かつ創造的な研究活動を尊び、世界最高水準の研究を

追求する。

東京大学は、研究が人類の平和と福祉の発展に資するべきもので

あることを認識し、研究の方法および内容をたえず自省する。東京大

学は、研究活動を自ら点検し、これを社会に開示するとともに、適切

な第三者からの評価を受け、説明責任を果たす。

東京大学は、大学憲章に研究活動における説明責任

の重要さを掲げてきた。

（2003.3.18制定）

事件①

２００５．４ 本学工学系研究科教授が関係する論文の実験結果の

再現性等について、日本ＲＮＡ学会から本学に対し調査

の依頼

２００６．３ 本学による調査の結果、「再現性、信頼性は無い」

 ２００６．３ 「東京大学の科学研究における行動規範」の策定、

「東京大学科学研究行動規範委員会規則」の制定

 ２００６．８ 文部科学省が、「研究活動の不正行為への対応の

ガイドライン」を決定



論文の再現性・信頼性に関する調査経過 １

日本RNA学会会長から１２編のRNA関連論文に関する調査依頼H１７.４.１

調査委員会発足４.１１

実験記録、実験試料の提出依頼７.７

実験記録等の提出７.１９

第１回調査委員会開催８.６

研究科長宛の中間報告提出８.１０

実験試料、実験ノート
など実験記録の提出依頼

８.２２

回答書と資料の提出９.５

第２回調査委員会開催９.７

９.８ 研究科長宛の報告書提出

いずれの記録も実験生データ
ではないと認定

１２編中の４編の論文を選び
再現性検証の観点から精査

４編の論文の実験ノートが存
在しないことが明らかとなり、
実験結果の信頼性を確認する
には至らないとの結論

９.１３ 第１回目記者会見

1. Kawasaki H, Song J, Eckner R, Ugai H, Chiu R, Taira K, Shi Y, Jones N, Yokoyama KK.,
Gene Dev. 1998 12(2): 233-245.

2. Kawasaki H, Schiltz L, Chiu R, Itakura K, Taira K, Nakatani Y, Yokoyama KK.,
Nature. 2000 May 11; 405(6783): 195-200.

*3. Kawasaki H, Taira K. Nature., 2003 Jun 19; 423(6942): 838-842.

4. Retraction in : Kawasaki H, Taira K., Nature. 2003 Nov 6; 426(6962): 100.

5. Kawasaki H, Warashina M, Kuwabara T., Taira K., Methods Mol Biol. 2004; 242: 237-243.

6. Kawasaki H, Taira K., EMBO Rep. 2002 May; 3(5): 44-450.

*7. Kawasaki H, Suyama E, Iyo M, Taira K., Nucleic Acid Res. 2003 Feb 1; 31(3): 981-987.

*8. Kawasaki H, Onuki R, Suyama E, Taira K., Nat Biotechnol. 2002 Apr; 20(4): 376-380.

9. Suyama E, Kawasaki H, Nakajima M, Taira K., Proc Natl Acad Sci USA. 2003 May 13; 100(10): 5616-5621.

10. Kawasaki H, Tsunemi M, Iyo M, Oshima K, Minoshima H, Hamada A, Onuki R, Suyama E,
Taira K., Nucleic Acid Res Suppl; 2002;(2) : 275-276.

11. Kawasaki H, Kuwabara T, Miyagishi M, Taira K., Nucleic Acid Res Suppl; 2003;(3): 331-332.

*12. Kawasaki H, Taira K., Nature. 2004 Sep 9; 431(7005): 211-217.

責任著者が多比良
教授ではない

プロトコルで原著論文
ではない

予稿集で原著
論文ではない

12編中の４編の論文の選定基準

論文ではない

実験結果の再現性の
検証が比較的容易

実験結果の再現性の検証が比較的容易

実験結果の再現性の検証が比較的容易



研究科長から４編の論文の再実験を口頭で多比良教授に依頼H１７.９.８

調査委員会から文書にて多比良教授に４編の論文の再実験依頼
１０月１４日までに実験計画、スケジュールの提出を依頼
１２月末までに実験記録、実験試料の提出を依頼

１０.３

再実験報告書の提出（A社か
らの実験結果報告含む）

１２.９

調査委員会開催

H１８.１.１３

１.１８ 研究科長宛の報告書提出
論文３、８については未だ再実験が行われておらず、
また、論文１２については現段階で実験結果は再現
されていない。論文７については、提出された報告
と実験材料が論文に記載のものとは異なるため、再
実験とは認められない。

１.２７ 第２回目記者会見

論文３、７、１２の再実験
スケジュール変更案の提出

１０.１９

１０.２４ 論文７の再実験用材料、
第１回目再実験結果の提出

調査委員会から外部専門家に再実験材料と実験結果の精査を依頼
多比良教授からA社に再実験材料を送付し再現実験を依頼

１０.２４
１０.２５

論文７の第２回目再実験
結果の提出

１.１４ 再実験材料に関する外部専門
家からの調査報告書の提出

論文の再現性・信頼性に関する調査経過 ２

H１８.２. ３ 調査委員会から多比良教授に文書にて３月２０日までに
改めて４編の論文の再実験結果と追加資料の提出を依頼

３.２１

調査委員会開催

３.２３

３.２９ 研究科長宛の最終報告書提出

３.３０ 第３回目記者会見

再実験結果の一部と
追加資料の提出

３.    ２

３.２０
最終再実験報告書と
追加資料の提出

３.１７

調査委員会開催

調査委員会の最終報告書
（暫定案）の作成と多比良
教授への意見提出依頼

調査委員会の最終報告書
（修正案）の作成と多比良
教授への意見提出依頼

川崎助手からの意見書の提出３.２７

３.２８
論文３：再実験が終了しなかった。
論文８：再実験が行われなかった。
論文１２：実験結果は再現されなかった。生データ

として提出された資料に捏造が有った。
論文７：川崎助手とA社の再実験結果が異なり、再現

性が得られなかった。提出されたhDicer発現
ベクター構築手順、材料に矛盾が有った。

論文３：再実験が終了しなかった。
論文８：再実験が行われなかった。
論文１２：実験結果は再現されなかった。生データ

として提出された資料に捏造が有った。
論文７：川崎助手とA社の再実験結果が異なり、再現

性が得られなかった。提出されたhDicer発現
ベクター構築手順、材料に矛盾が有った。

多比良教授からの意見書の提出

論文の再現性・信頼性に関する調査経過 ３



「客観的資料・データ等の管理保存」が行われ，「そ
の論文の正しさを客観的に説明する責任」を果たせ
なければ，その研究は科学的な意味を持たないこと
は自明である．今回調査を行った４篇の論文に関して
は再現性，信頼性は無いものと判断される．

科学技術において新たな知見を発信しようとするものは，高い科学技術
倫理を要求されることは言うまでもない．研究者の責任を果たせないとすれ
ば，それは結果として研究者生命，学者生命を絶つことになる．個としての
研究者が高い倫理観を持つことは勿論のこと，組織としての大学自らが正
し，徹底した調査を行い，納得のいく対策を取る，それが日本の研究をリー
ドする本学の責任である事はいうまでも無い．大学は科学研究を行うととも
に，それを次世代に伝える責務を教育機関として負っており，その構成員
は研究に当っての行動規範を厳格に守る必要がある．

調査委員会の結論調査委員会の結論

1. 科学研究は、人類の幸福と社会の発展のために欠くべからざ

る活動である。科学研究の成果は公開されることにより研究者

相互の厳密な評価と批判にさらされ、それに耐え抜いた知識が

人類共有の財産として蓄積され活用される。科学研究に携わ

る者は、この仕組みのもとで人類社会に貢献する責務を負って

おり、またそれを誇りとしている。この科学者コミュニティの一員

として、研究活動について透明性と説明性を自律的に保証す

ることに、高い倫理観をもって努めることは当然である。

東京大学の科学研究における行動規範

（2006.3.17制定）



2. 科学研究における不正行為は、こうした研究者の基本的な行動

規準に真っ向から反するものである。のみならず、研究者の活

動の場である大学に対する社会の信頼をいちじるしく損ない、

ひいては科学の発展を阻害する危険をもたらす。それは、科学

研究の本質そのものを否定し、その基盤を脅かす、人類に対す

る重大な背信行為である。それゆえ、科学研究を行うにあたっ

ては、捏造、改ざん、盗用を行わないことはもとより、広く社会

や科学者コミュニティによる評価と批判を可能とするために、そ

の科学的根拠を透明にしなければならない。科学研究に携わ

る者は、実験・観測等の実施者、共同研究者、研究グループの

責任者など立場のいかんを問わず、説明責任を果たすための

具体的な措置をとらなければならない。

東京大学の科学研究における行動規範

3. 科学研究に携わる者の責任は、負託された研究費の適正使用

の観点からも重要である。大学における科学研究を有形無形

に支える無数の人々に思いをいたし、十分な説明責任を果た

すことにより研究成果の客観性や実証性を保証していくことは、

研究活動の当然の前提であり、それなしには研究の自由はあ

り得ない。その責任を果たすことによってこそ、東京大学にお

いて科学研究に携わる者としての基本的な資格を備えること

ができる。

東京大学の科学研究における行動規範



２．総長声明及び「研究倫理アクションプラン」

の策定

事件②

２０１２．１ 本学分子細胞生物学研究所教授が主宰する研究室の

関係者が発表した論文ついて、不正行為が存在する旨

の申立て

２０１３．１２ 調査の中間報告を公表

（５１報の論文が科学的に不適切な図を含むと認定）

２０１４．８ 調査報告（第一次）を公表

（主催者の教授のほか、中心的な役割を担った教員計４

名の不正行為を認定）

～現在、調査を継続中

２０１３．１０ 総長声明「高い研究倫理を東京大学の精神風土に」

２０１４．３ 「研究倫理アクションプラン」を策定



先般、本学において明らかになった研究倫理をめぐる問題事案は、東京大学憲

章、東京大学の科学研究における行動規範（科学研究行動規範）などが定めてい

る理念と大きくかけ離れたものです。日本の研究水準について社会に大きな責任

を有する東京大学において、こうした事案が相次いで生ずる事態は、ありうべから

ざることであり、きわめて重く受け止めなければなりません。この事態は、東京大学

の名誉・信用というにとどまらず、日本の科学に対する国際的な信頼や評価にか

かわる深刻な問題でもあります。

現在、問題事案をめぐる事実関係や原因の究明を続けており、すみやかに調査

を完了すべく全力をあげていますが、少なくとも現時点で、研究活動に従事する専

門職としての倫理観や規範意識の在りようにおいて、関係者に大きな問題があっ

たという危惧を強く持っています。東京大学憲章にいう「真理を探究し知を創造しよ

うとする」者としての誠実性(integrity)が、いま私たちに厳しく問われています。

高い研究倫理を東京大学の精神風土に

（2013.10.18総長声明）

最終的な調査結果のとりまとめを待って、改めて再発防止のための具体的な

アクションプランを示したいと考えていますが、いまも研究活動は日々行われて

いますので、まずは、各研究者において、研究倫理の遵守について自己点検を

行うと同時に、各部局の教授会や専攻会議等、趣旨の徹底と議論が可能な規

模のすべての組織単位において、研究倫理の遵守方をめぐる議論をただちに行

い、教員のファカルティ・ディベロップメントや学生に対する教育指導などの面で、

すみやかに取組の徹底と充実を図るようお願いします。その結果については、

各部局長にとりまとめをいただき、各種会議において情報共有を図るとともに、

今後の全学的な再発防止措置の策定に資するものとしたいと考えています。ま

た、相談事項等があれば、すみやかに科学研究行動規範担当理事宛に連絡を

お願いします。

高い研究倫理を東京大学の精神風土に

（2013.10.18総長声明）



問題事案は、たとえ一件でも発生すれば、学術研究に対する社会からの信頼

を大きく損ないます。研究不正は、「科学研究の本質そのものを否定し、その基

盤を脅かす、人類に対する重大な背信行為である」という、本学の科学研究行動

規範の言葉が、一人一人の日々の研究活動の中に自然な形で組み込まれるこ

とを、強く期待しています。このたびのような事態が今後およそ発生することのな

い高い研究倫理の精神風土を、本学において揺るぎないものとすべく、皆さんの

さらなる自覚と尽力をお願いします。

高い研究倫理を東京大学の精神風土に

（2013.10.18総長声明）

３．「研究倫理アクションプラン」の取組状況



研究倫理アクションプラン
～高い研究倫理を東京大学の精神風土に～

• 本アクションプランは、「東京大学憲章」や「東京大学の科学研究におけ

る行動規範」に基づき、研究倫理を遵守する環境を作り上げるために、今

後本学として取り組むべき事項を示すものである。

• 「研究倫理」の定義を広義に捉えるのであれば、研究活動における不正

行為の防止だけではなく、ヒトを対象とした研究や動物実験等に関する倫

理、研究費の不正使用の問題、利益相反など多様なものとして取り扱うこ

とも考えられるが、本アクションプランにおいては、研究活動における捏造、

改ざん、盗用に代表される不正行為を防止し、責任ある研究活動を推進

することを主眼とし、その中で取り組むべき事項を示すものである。

• 今後の方針としては、短期的に実現可能な取組を順次実施するとともに、

中長期的に実現すべき取組についても継続的にその具体の検討を進め

ていく。また、取組の実施にあたっては、研究活動を萎縮させることがない

よう充分に配慮するとともに、国や研究者コミュニティーとの連携を図りな

がら、国等による議論の方向性や関係する指針等を反映させ、実効性の

ある取組を進めていく。

Ⅰ 研究倫理の醸成

【取組状況】

• 部局において入学時ガイダンス等における基礎的な研究倫理の啓発を実施

• 全学の新任教職員研修において科学研究行動規範に係る講義を実施

• 学生及び研究者に対する教育・研修として、CITI（e-learning）の導入に向けた試行を

実施 など

独立した研究者にふさわしい倫理研修を

【目標】

独立した研究者また指導者として身に付けるべき研究倫理を修得
させるため、採用時をはじめとする各キャリアに応じた研究倫理研
修を実施する。

すべての学生に倫理教育を

【目標】

学部前期課程、学部後期課程及び大学院において、それぞれの段
階に応じた研究倫理教育をすべての学部・研究科で実施する。

１．教育・研修の充実



【科学研究行動規範リーフレット（２０１３．１２ 改訂版）】

【科学研究行動規範リーフレット（２０１３．１２ 改訂版）】



Ⅰ 研究倫理の醸成

【取組状況】

• 倫理教育の実施 URL: http://ocw.u-tokyo.ac.jp/lecture?id=11360&r=1011066052

• 大学院入学式で研究倫理アクションプランを配付

• 研究倫理アクションプランの英訳版を作成し、周知

• 学内広報に研究倫理アクションプランの特集記事を掲載

• 研究倫理Ｗｅｅｋを定め、ポスターを作成し、周知

• 日本学術振興会及び米国国立科学財団と協力し、本「研究倫理教育ワークショップ」

を開催 など

【目標】

高い倫理観をもった責任ある研究活動が常日頃から行われるよう、
学生、研究者の研究倫理定着のための啓発活動の充実を図る。

２．啓発活動の充実

【学内広報特集記事（２０１４．５．２６号）】



【研究倫理Ｗｅｅｋのポスター】

Ⅱ 組織・環境の整備

【取組状況】

• 研究倫理推進室の設置

• 各部局に研究倫理担当者を設置

• 本部事務組織に研究倫理担当課長を設置

• コンプライアンス総括会議の下にコンプライアンス総括室を設置

• コンプライアンス相談窓口（学外の弁護士事務所に委託）の設置 など

【目標】

研究倫理推進部署の設置など本部及び部局の研究倫理推進体制
を強化し、責任ある研究活動実施のための体制を整備する。

１．責任ある研究体制の整備を

【目標】

学術分野の特性などに留意した研究データの保存等に関するルー
ル作りや研究者間の円滑なコミュニケーションを増進させる取組な
どにより、責任ある研究活動が実現される環境の整備を図る。

２．責任ある研究環境の整備を



【研究倫理の推進体制（２０１４．４～）】

【コンプライアンス相談窓口（２０１４．７～）】



Ⅲ 不正事案への対応

【取組状況】

• 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（２０１４．８．２６文部科

学大臣決定）」に新たに盛り込まれた事項について、科学研究行動規範委員会規則の

改正等、本年度中に対応

【目標】

研究活動の不正行為について、迅速かつ徹底した調査を行うため
の体制の整備、ルール等の改善を推進する。

１．調査方法等の改善を

【目標】

研究活動における不正行為に対して厳格な措置を講じるとともに、
その事例を教訓として同種の不正行為についての再発防止を徹底
する。

２．調査結果を教訓へ

【新たな「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」】



Ⅳ 各部局による主体的な取組と取組状況のフォローアップ

【各部局における主な実施事項の例】

 実施への研修、啓発活動

 学生へ体制・研究環境整備

• アクションプランに基づく取組の推進に関する責任体制

• 研究データ等の管理・保管体制

• 部局内のガイドライン等の作成

 研究者の教育

【目標】

本アクションプランに基づき、すべての部局において学問分野の特
性等を踏まえた研究倫理教育や体制整備等の取組を推進する。

１．部局の状況に即した取組の推進を

Ⅳ 各部局による主体的な取組と取組状況のフォローアップ

【各部局における主な実施事項の例】

各部局における実施状況の定期的な報告の義務付け、研究倫理推進室による
フォローアップ

各部局における実施状況を踏まえたアクションプラン等の見直し

部局における優れた取組や学外の動向等に関する情報共有

【目標】

各部局の取組状況を定期的に把握し、研究倫理教育等のさらなる
充実や体制の見直しに努める。

２．フォローアップから見直し・改善へ


